
第３ 特例共同住宅の一部を住戸利用施設として利用する場合の取扱い 

 

  「消防法の一部改正に伴う共同住宅の取り扱いについて」（昭和３６年８月１日付け自

消乙予発第１１８号。以下「１１８号通知」という。）、「共同住宅等に係る消防用設備等

の技術上の特例について」（昭和５０年５月１日付け消防予第４９号。以下「４９号通知」

という。）及び「共同住宅等に係る消防用設備等の技術上の特例について」（昭和６１年１

２月５日付け消防予第１７０号。以下「１７０号通知」という。）並びに「共同住宅等に

係る消防用設備等の技術上の特例について」（平成７年１０月５日付け消防予第２２０号。

以下「２２０号通知」という。）により、消防用設備等の技術上の基準について、令第３

２条の規定による特例が適用されている共同住宅（以下「特例共同住宅」という。）の一

部に住戸利用施設（次の１に掲げる防火対象物の用途で利用する施設をいう。以下同じ。）

が入居する場合の消防用設備等の設置については、次により令第３２条の規定を適用す

ることができるものとする。 

 

１ 防火対象物の要件 

 (1) 特例を認めることができる防火対象物は、令別表第一（５）項ロ及び次に掲げる住戸

利用施設の用途以外の用途に供される部分が存しないこと。 

ア 令別表第一（５）項イに掲げる防火対象物の用途 

イ 令別表第一（６）項ロ及びハに掲げる防火対象物のうち、次に掲げる施設の用途 

(ｱ) 有料老人ホーム 

(ｲ) 福祉ホーム 

(ｳ) 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定する認知症対

応型老人共同生活援助事業を行う施設（通称：認知症高齢者グループホーム） 

(ｴ) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号）第５条第１７項に規定する共同生活介護を行う施設（通称：障害

者グループホーム） 

(ｵ) その他(ｱ)から(ｴ)と同等以下の危険性を有する施設 

(2) 令別表第一（５）項ロ及び住戸利用施設の用途以外の用途に供される部分であって

も、床面積の合計が３００㎡未満で、かつ、防火対象物の延べ面積の１０％以下である

場合は、当該部分は住戸とみなし、特例を適用できるものとする。 

(3) 令別表第一（５）項ロに掲げる防火対象物の用途以外の用途に供される部分の床面積

の合計が１，０００㎡未満で、かつ、防火対象物の延べ面積の５０％未満であること。 

(4) ２２０号通知等による構造要件に変更がないこと。 

(5) 住戸利用施設の用途に供する各独立部分（構造上区分された数個の部分の各部分で

独立して住居その他の用途に供されることができるものをいう。）の床面積は、いずれ

も１００㎡以下であること。 



 

２ 消防用設備等の設置基準 

  第１の要件を満たす特例共同住宅の消防用設備等は、令第３２条の規定を適用し、次に

よることができる。 

(1) ２２０号通知による特例共同住宅 

   ２２０号通知による特例共同住宅にあっては、「消防法施行規則及び特定共同住宅等

における必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等に関する省令の

一部を改正する省令」（平成２２年総務省令第８号）による改正前の「特定共同住宅等

における必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等に関する省令」

（平成１７年総務省令第４０号。以下「特定共同住宅等省令」という。）に規定する特

定共同住宅等とほぼ同様の構造要件及び消防用設備等の設置がされていることから、

改正後の特定共同住宅等省令の例によることができるものとする。 

(2) １１８号通知・４９号通知・１７０号通知による特例共同住宅 

   特例共同住宅に適用されていた１１８号通知、４９号通知及び１７０号通知の基準

により設置が必要な消防用設備等に加え、特例共同住宅の状況に応じ次によること。 

ア 令別表第一（５）項ロの用途に供する部分以外の部分の床面積の合計が３００㎡未

満で、かつ、防火対象物の延べ面積の１０％以下である特例共同住宅で、同表（６）

項ロに掲げる用途が存する防火対象物 

令別表第一（６）項ロの用途に供する部分に法第１７条の規定に基づき必要とされ

る消防用設備等（スプリンクラー設備を除く。）及び特定共同住宅等省令第３条第３

項第３号ヘ及び第４号ニの規定の例により「住戸利用施設で発生した火災を、当該住

戸利用施設の関係者（所有者又は管理者をいう。）又は当該関係者に雇用されている

者（当該住戸利用施設で勤務している者に限る。）に自動的に、かつ、有効に報知で

きる装置」を設けること。 

イ 前（１）以外の防火対象物 

(ｱ) 防火対象物全体 

a 消火器具を令第１０条に定める技術上の基準により設置すること。 

b 自動火災報知設備を令第２１条に定める技術上の基準により設置すること。

ただし、次によることができる。 

(a) 住戸利用施設の各独立部分の主たる出入口が直接外気に開放され、かつ、当

該部分における火災時に生ずる煙を有効に排出することができる廊下又は階

段に面している場合は、住戸利用施設及び１１階以上の階の部分以外の部分

については、感知器を設置しないことができる。 

(b) 共同住宅用自動火災報知設備又は住戸用自動火災報知設備により火災を自

動で感知し、かつ、共同住宅用自動火災報知設備、住戸用自動火災報知設備、

非常警報設備又は共同住宅用非常警報設備のいずれかにより自動又は手動に



より建物全体に火災であることを警報することができる場合にあっては、自

動火災報知設備を設置しないことができる。 

   (ｲ) 住戸利用施設の部分 

前(ｱ)によるほか、住戸利用施設の部分は、次によること。 

a 法第１７条の規定に基づき必要とされる消防用設備等（スプリンクラー設備

を除く。）を技術上の基準により設置すること。 

なお、「特定小規模施設における必要とされる防火安全性能を有する消防の用

に供する設備等に関する省令」（平成２０年総務省令第１５６号）第２条第１号

に掲げる特定小規模施設に該当しない防火対象物であっても、同条第２号に規

定する特定小規模施設用自動火災報知設備を設置することができ、当該設備を

設置すれば、自動火災報知設備の設置は要しないこと。 

b 令別表第一（６）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途に供される部分につい

ては、特定共同住宅等省令第３条第３項第３号ヘ及び第４号ニの規定の例によ

り「住戸利用施設で発生した火災を、当該住戸利用施設の関係者（所有者又は管

理者をいう。）又は当該関係者に雇用されている者（当該住戸利用施設で勤務し

ている者に限る。）に自動的に、かつ、有効に報知できる装置」を設けること。 

 （令２・一部改正） 


